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建設産業第一課
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○建設業法の概要
○適正な施工体制と配置技術者
○建設工事における適切な下請け契約
○行政指導・監督処分
○【参考】担い手三法の改正について
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（5,000万円

8,000万円

（5,000万円
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発注者から直接工事を請け負い、かつ、5,000万円（建築一式工事の場合は8,000万円）
以上を下請契約して工事を施工する者は特定建設業の許可が必要

5,000万円

8,000万円5,000万円
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5000万円 8000万円)
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5,000万円 8,000万円)

5,000万円 8,000万円)

5,000万円 8,000万円)
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5,000万円
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5,000万円 5,000万円
5,000万円

5,000万円 5,000万円
5,000万円

4,500万円

8,000万円 9,000万円
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4,500万円 9,000万円
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請負代金の額が４千５百万円（建築一式工事である場合にあっては、９千万円）以上の公共性のある施設等に関す
る重要な建設工事については、監理技術者等は、工事現場ごとに専任
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この場合、これら複数工事を一の工事とみなした取扱いとなるため、これら複数工事に係る下請金
額の合計を5,000万円（建築一式工事の場合は8,000）以上とするときは、特定建設業許可が必要で
あり、工事現場には監理技術者を設置しなければなりません。
また、これら複数工事に係る請負代金額の合計が4,500万円（建築一式工事の場合は9,000万円）

以上となる場合、主任技術者又は監理技術者はこれらの工事現場に専任の者でなければなりません。
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二以上の工事を同一の監理技術者等が兼任できる場合（専任特例１号）
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二以上の工事を同一の監理技術者等が兼任できる場合（専任特例２号）

三（２））
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4,500万円
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1. 工事内容
2. 請負代金の額
3. 工事着手の時期及び工事完成の時期
4. 工事を施工しない日又は時間帯の定めをするときは、
その内容

5. 請負代金の全部又は一部の前金払又は出来形部分に対
する⽀払の定めをするときは、その⽀払の時期及び方
法

6. 当事者の一方から設計変更又は工事着手の延期若しく
は工事の全部若しくは一部の中止の申出があつた場合
における工期の変更、請負代金の額の変更又は損害の
負担及びそれらの額の算定方法に関する定め

7. 天災その他不可抗⼒による工期の変更又は損害の負担
及びその額の算定方法に関する定め

8. 価格等（物価統制令（昭和21年勅令第118号）第2条に
規定する価格等をいう。）の変動又は変更に基づく工
事内容の変更又は請負代金の額の変更及びその額の算
定方法に関する定め

9. 工事の施工により第三者が損害を受けた場合における
賠償金の負担に関する定め

10. 注文者が工事に使用する資材を提供し、又は建設機械
その他の機械を貸与するときは、その内容及び方法に
関する定め

11. 注文者が工事の全部又は一部の完成を確認するための
検査の時期及び方法並びに引渡しの時期

12. 工事完成後における請負代金の⽀払の時期及び方法
13. 工事の目的物が種類又は品質に関して契約の内容に適
合しない場合におけるその不適合を担保すべき責任又
は当該責任の履⾏に関して講ずべき保証保険契約の締
結その他の措置に関する定めをするときは、その内容

14. 各当事者の履⾏の遅滞その他債務の不履⾏の場合にお
ける遅延利息、違約金その他の損害金

15. 契約に関する紛争の解決方法
16. その他国土交通省令で定める事項
（令和5年9月の時点では、国土交通省令において定められている
事項はありません。）
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（法第２４条の７）



行政指導・監督処分
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行
政
不
服
審
査
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又
は 

行
政
事
件
訴
訟
法
の
適
用

一定の行為について作為又は不作為を命じる指 示 法第２８条

法律上の地位を一定期間停止させる営業停止 法第２８条

許可取消 法第２９条 法律上の地位を剥奪する

監
督
処
分

①建設工事の適正な施工と建設業の健全な発達を

図るために、必要に応じて是正等を求める行為

（法第４１条第１項）

②労務費や工事代金の不払いがあった場合に

特定建設業者である元請業者に対して、

必要に応じて立替払い等の適切な措置を

求める行為（法第４１条第２、３項）

指導・助言・勧告 法第４１条

行
政
指
導

裁
量
行
為

羈
束
行
為

建設業法の規定に基づく建設業者への監督・指導

不
正
⾏
為

（
建
設
業
法
違
反
、
他
法
令
違
反
な
ど
）
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① 建設業者が建設工事を適正に施工しなかったために公衆に危害を

及ぼしたとき、又は危害を及ぼすおそれが大であるとき

② 建設業者が請負契約に関し不誠実な行為をしたとき

③ 建設業者（建設業者が法人であるときは、当該法人又はその役員

等）又は政令で定める使用人が業務に関し他の法令に違反し、

建設業者として不適当であると認められるとき

④ 一括下請負の禁止の規定に違反したとき

⑤ 主任技術者又は監理技術者が工事の施工の管理について著しく

不適当であり、かつ、その変更が公益上必要であると認められるとき

⑥ 建設業者が無許可業者と下請契約（軽微な建設工事に係る契約を除く。）

を締結したとき

⑦ 下請負人である建設業者が、特定建設業以外の建設業を営む者と

下請代金の額が4,500万円（当該建設業が建築工事業である場合に

おいては、7,000万円）以上となる下請契約を締結したとき

⑧ 建設業者が、情を知って営業停止期間中の建設業者と下請契約を

締結したとき

⑨ 履行確保法（第３条第１項 、第５条又は第７条第１項の規定）に

違反したとき

⑩ 建設業法、入札契約適正化法（第15条第2項又は第3項）又は履行確

保法（第3条第6項、第4条第1項、第7条第2項、第8条第1項若しくは

第2項又は第10条）の規定に違反したとき

指示 （法第２８条）

（1） 指示処分の対象行為のうち、上記①～⑨のいずれかに該当するとき（※その事実について情状が重く、建設業者に対する指示処分のみでは

十分でないと認められ、かつ、情状が特に重いとして許可の取消し処分に至るものでないもの）

（2） 指示処分に従わないとき

営業停止 （法第２８条）

許可取消 （法第２９条）

① 建設業の許可要件を満たさなくなった場合

② 一定の欠格事由に該当したとき

③ 許可換えが必要であるにもかかわらず、新たな許可を受けないとき

④ 許可を受けてから１年以内に営業を開始せず、

又は引き続いて１年以上営業を休止した場合

⑤ 許可に係る建設業者を廃業等したとき

⑥ 不正の手段により許可を受けたとき

⑦ 指示処分対象行為のうち、上記①～⑨のいずれかに該当し、

情状特に重い場合又は営業停止処分に違反したとき

⑧ 建設業の許可を受けた建設業者が付された条件に違反したとき

建設業法の規定に基づく建設業者への監督
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〇競争参加資格確認申請書等の虚偽記載 １５日以上

〇虚偽申請による経審結果の発注者への提出 ３０日以上

〇監査加点、かつ、監査書類等への虚偽記載 ４５日以上

〇一括下請負 １５日以上

〇主任技術者・監理技術者の不設置 １５日以上

〇不正受検による資格取得者の現場配置 ３０日以上

〇手抜き・粗雑工事による重大な瑕疵 １５日以上

〇施工体制台帳等の不作成又は虚偽作成 ７日以上

〇無許可業者との請負契約 ７日以上

〇刑法違反（公契約関係競売等妨害罪、談合罪、贈賄罪、詐欺罪）

補助金等適正化法違反、独占禁止法違反

・代表権のある役員 １年

・代表権のない役員等及び令３条の使用人 １２０日以上

・その他職員 ６０日以上

・独禁法に基づく排除措置命令 又は

課徴金納付命令 ３０日以上

〇建設工事の施工等に関する他法令違反

（建築基準法、労働基準法、特定商取引法、賃貸管理適正化法）

３日以上 又は ７日以上

（宅地造成及び特定盛土等規制法、廃棄物処理法）

７日以上 又は １５日以上

〇役員等による信用失墜行為等

（法人税法、消費税法等の税法違反、暴力団対策法、

健康保険法、厚生年金保険法、雇用保険法違反 ）

３日以上 又は ７日以上

〇履行確保法違反 ７日以上 又は １５日以上

〇公衆危害

公衆に死亡者 又は 負傷者３名以上の事故で

役職員が業務上過失致死傷罪 ７日以上

〇工事関係者事故

工事関係者に死亡者又は負傷者３名以上の事故で

業務上過失致死傷罪 ３日以上

事 故 他法令違反等

談 合 ・ 贈 賄 等 請負契約に関する不誠実行為

監督処分基準による主な営業停止事案と営業停止期間
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監督処分の実施までの流れ

不
正
⾏
為
事
案
等
の
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事
実
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確
認

法
令
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等
の
事
実
認
定

可
罰
的
違
法
性
の
検
証

監
督
処
分

⾏
政
指
導

指 示
（法第28条第1項）

営業停止
（法第28条第3項）

許可取消
（法第29条第1項）

文書勧告
（法第41条第1項）

処分による
対処の要否、
指導による
対処の要否等、
対処方針の
見極め

法第31条の
規定に基づく
報告徴取

・外部からの
情報提供

・建設業者
からの申告

・新聞報道
・駆け込みＨＬ
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（参考）指名停止措置と建設業法の営業停止処分
近畿地方整備局
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担い手三法改正について
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全体構成

１．改正の背景

２．新ルールの導入
２－１．労務費の基準
２－２．著しく短い工期
２－３．内訳明示した見積書

３．労務費に関する実効性の確保
３－１．建設技能者を大切にする企業の自主宣言
３－２．建設キャリアアップシステム
３－３．コミットメント条項
３－４．労務費ダンピング調査

４．みなさまへメッセージ 44



改正の背景
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改正の背景
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新ルールの導入
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新ルールの導入
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新ルールの導入
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著しく短い工期とは（一例）
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著しく短い工期の禁止に違反した場合の措置
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駆け込みホットライン（平成１９年４月開設）
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建設業取引適正化センター（平成２１年７月～）
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新ルール下の取引について
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新ルール下の取引について
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労務費とあわせて確保すべき「必要経費」の取扱い明確化
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労務費等を内訳明示した「見積書」
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労務費に関する基準の実効性確保

57



建設技能者を大切にする企業の自主宣言とは

建設業への技能者の減少が続く中、技能者を大切にし、処遇改善に積極的に取り組もうとする事業者がその旨を
宣言することにより就業者に選ばれることなどにより、処遇改善の取組が持続的に行われることとなる枠組みを作ること
を目的としている。

制度目的
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参考：建設技能者を大切にする企業の自主宣言
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ＣＣＵＳレベル別年収の概要（令和７年１２月改定）
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建設工事標準請負契約約款におけるコミットメント条項の新設

経緯

➢ 「労務費に関する基準」において、その実効性確保策として、契約当事者によるコミットメント制度の
活用を通じた労務費・賃金の適正な支払の担保の取組が位置づけられた

◆労務費に関する基準（抄）

第３章 本基準の実効性を確保するための施策

（３）支払段階において適正な水準の労務費・賃金を確保するための取組

②コミットメント制度を通じた適正な支払いの担保

・労務費・賃金の適正な支払に係る表明や情報開示への合意に関する条項（総称して「コミットメント制度」とする）を
  標準請負契約約款に導入するとともに、サプライチェーン全体の個々の取引における活用を推奨することにより、
契約当事者間において適正な水準の労務費・賃金支払の状況等を確認できる仕組みを構築することが適切である。

（１）コミットメントの趣旨

・個々の取引において適正な労務費が支払われ、末端の事業者まで行き渡ることが重要

・行政による監督指導を補完する仕組みとして、契約当事者間において、労務費や賃金の支払いに
ついて約束し、確認することを可能とするのが「コミットメント条項」である

（２）コミットメントする（約束する）内容について

①適正な賃金を雇用する技能者に支払う

②適正な労務費を下請事業者に支払う

③下請事業者との間で、コミットメント条項を含む下請契約を締結する ※（A）導入の場合

④①～③について、注文者の求めに対して、関係書類（※）を提出する（情報開示する）
※①については誓約書、②及び③については契約書の写しで可
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発注者・元請間の契約における条項（A）（B）の選択制について
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労務費ダンピング調査

⚫ 現行、公共工事の入札時に応札者は入札金額の内訳の提出が義務付けられている。

⚫ 入札金額の内訳の取扱いや実施方法について、今回の法改正の完全施行により、内訳には、材料費、労務費
及び適正な施工に不可欠な経費（※）を記載する内容に変更される。（入契法第１２条）

※材料費、労務費、法定福利費の事業主負担額、建退共制度の掛金、安全衛生経費を明示

⚫ 内訳書の様式（例）については、令和7年11月18日に通知を地方公共団体等宛に送付

63



労務費ダンピング調査

労務費ダンピングを防止するための公共発注者向けガイドライン（抜粋）
○労務費ダンピング調査フロー（最低制限価格制度の場合）

中央公契連モデルにおける
（直接工事費×0.97）を基
本とするが、労務費ダンピン
グ調査の趣旨を損なわない
範囲で、発注者が適切に設
定するものとする。
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労務費ダンピング調査

労務費ダンピングを防止するための公共発注者向けガイドライン（抜粋）
○入札説明書記載例

現行のダンピング対策として、地方公共団体におかれましては、「低入札価格調査制度」及び「最低
制限価格制度」が活用されており、またその基準については、最新の中央公契連モデル水準以上の
ものとするよう国土交通省から各発注者に対して要請がされているところですが、市町村を中心に、
最新の中央公契連モデル水準の算定式が採用されていない団体や、低入札価格調査制度や最低制
限価格制度の対象となる工事が限定されているため、ダンピング対策の実施が十分でない団体もみ
られます。
「労務費ダンピング調査」はこれらダンピング対策が不十分な団体を念頭に、現行のダンピング対策
を補完するものとして新たに実施する調査ですので、ダンピング対策を徹底する趣旨からは、各公共
発注者は一義的には低入札価格調査制度や最低制限価格制度（及び中央公契連モデル相当水準
の採用）の適切な運用を行うべきであり、「労務費ダンピング調査」の実施のみをもってダンピング対
策として十分であるとは扱われないことに十分留意すべきである。
一方、既に低入札価格調査制度や最低制限価格制度を十分な水準で運用している団体であっても、
これに加えて「労務費ダンピング調査」を行うことで、労務費のしわ寄せを行う不良・不適格事業者の
排除をより徹底するということが期待されています。

○労務費ダンピング調査の趣旨
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令和７年度 近畿地方整備局 建設業法令遵守推進本部の活動結果

１．端緒情報の把握

４．建設業法令遵守に関する講習会

令和６年度 令和７年度

３１３件 ３４３件

２．事実関係の確認・調査

令和６年度 令和７年度

令和６年度 令和７年度

３４回 ３１回

L 駆け込みホットライン
L 建設Gメン調査 等

L 報告徴収、立入検査
L 建設Gメン調査

３．監督処分・指導・助言等

令和６年度 令和７年度

L 建設業法に基づく監督処分・行政指導
L 建設Gメン調査に基づく指導・助言

指
導
・
監
督
の
流
れ

６．技能者の処遇改善に関する指導の内訳

令和６年度 令和７年度

許可取消し ０業者 ０業者

営業停止 ９業者 ５業者

指示 ９業者 １業者

勧告 １業者 ４業者

５．監督処分・文書勧告の実施
L 令和7年度の主な事案
（独占禁止法違反、労働基準法違反、技術者不設置、無許可業者との契約 等）

※

※ 全国とは８地方整備局、北海道開発局及び沖縄総合事務局を合計した数字

１６９業者 １７５業者

８３件 １４９件
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令和８年度 近畿地方整備局 建設業法令遵守推進本部の活動方針概要

近畿地方整備局 建設業法令遵守推進本部

①法令違反疑義情報の収集 ②報告徴収及び立入検査 ③関係機関との連携

※「建設業法令遵守推進本部」とは、建設業の公正・公平な競争基盤が阻害され、適正な施工の確保が困難となるような法令違
反への対応を強化するべく、平成１９年に全国各地方整備局に設置されたもの。

駆け込みホットライン等の相談窓口
において、建設業法違反の疑義情
報を収集

都道府県の建設業許可部局、厚生
労働省、公正取引委員会等と連携
した取り組みを推進

法令違反の疑義のある事業者に
対して、報告徴収や立入検査を機
動的に実施

建設Gメン
※「建設Gメン」とは、推進本部の取り組みの一端を担い、 第三次・担い手３法の趣旨に沿って、建設業の担い手の処遇改善や
働き方改革を推進することを最重要目的として、請負契約に関する調査及び指導等を中心に行う国土交通省職員

適正な工期の設定 適切な価格転嫁適法な契約書の締結適正な労務費の確保

【主な取組】

法令遵守の推進・担い手確保の実効性確保 67
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関係資料URL

https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/content/kouki.pdf

◇工期に関する基準（概要）

https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/totikensangyo_const_tk2_000080.html

◇社会保険加入対策

https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/content/001618557.pdf

◇建設業法令遵守ガイドライン

https://www.mlit.go.jp/totikensangyo/const/content/001482514.pdf

◇労務費、原材料費、エネルギーコスト等の取引価格を反映した適
正な請負代金の設定や適正な工期の確保について
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